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栃 木 県 規 則 第 三 十 三 号

　 栃 木 県 小 規 模 水 道 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

　 　 平 成 二 十 六 年 五 月 三 十 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　 　

　 　 　 栃 木 県 小 規 模 水 道 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 栃 木 県 小 規 模 水 道 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 八 年 栃 木 県 規 則 第 九 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 一 項 第 二 号 及 び 第 四 条 第 一 項 中 「 三 十 七 の 項 及 び 四 十 五 の 項 か ら 五 十 の 項 ま で 」 を 「 三 十 八 の 項 及

び 四 十 六 の 項 か ら 五 十 一 の 項 ま で 」 に 改 め る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 生 活 衛 生 課 ） 　

　 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

栃 木 県 規 則 第 三 十 四 号

　 栃 木 県 立 産 業 技 術 専 門 校 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

　 　 平 成 二 十 六 年 五 月 三 十 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　 　

　 　 　 栃 木 県 立 産 業 技 術 専 門 校 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 栃 木 県 立 産 業 技 術 専 門 校 規 則 （ 昭 和 四 十 七 年 栃 木 県 規 則 第 三 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 別 表 第 二 機 械 技 術 科 の 項 中 「140時間 」 を 「120時間 」 に 、 「切削加工法及び研削加工法 」 を 「機械加工法 」

に 改 め 、 同 表 自 動 車 整 備 科 の 項 中 「400時間 」 を 「390時間 」 に 、 「燃料及び潤滑油 」 を 「燃料及び潤滑剤 」

に 、 「故障原因探求実習 」 を 「故障原因探究実習 」 に 改 め 、 同 表 金 属 加 工 科 の 項 中 「280時間 」 を 「290時間 」
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告 示

栃木県告示第263号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定により指定居宅サービス事業者から指定居宅サー
ビスの事業の廃止の届出があったので、同法第78条の規定により次のとおり公示する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所 廃 止 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970201133 有限会社ベストサービス
代表取締役
柳田　祐介

訪問介護センターベ
ストサービス

足利市朝倉町三丁目
23番地４

平成23年
１月31日

訪問介護

0970201489 有限会社年伸 デイサービス友逢 足利市山下町1276番 平成24年 通所介護

に 改 め る 。

　 　 　 附 　 則

１ 　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ 　 改 正 後 の 別 表 第 二 の 規 定 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 以 後 に 入 校 し た 者 に 対 し て 行 う 普 通 課 程 の 普 通 職 業 訓

練 に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 に 入 校 し た 者 に 対 し て 行 う 普 通 課 程 の 普 通 職 業 訓 練 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に

よ る 。

（ 労 働 政 策 課 ） 　

　 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

栃 木 県 告 示 第 二 百 六 十 二 号

　 補 助 金 等 の 名 称 等 を 定 め る 告 示 （ 昭 和 四 十 七 年 栃 木 県 告 示 第 三 百 五 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平

成 二 十 六 年 度 分 の 補 助 金 等 か ら 適 用 す る 。

　 　 平 成 二 十 六 年 五 月 三 十 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　 　

　 農 政 部 の 部 畜 産 振 興 課 の 款 に 次 の よ う に 加 え る 。

農 場 バ イ オ

セ キ ュ リ

テ ィ 対 策 事

業 費 補 助 金

伝 染 性 疾 病 の 発

生 を 予 防 し 、 及

び そ の ま ん 延 を

防 止 す る た め 、

農 場 内 に お け る

防 疫 対 策 を 促 進

す る た め の 取 組

を 支 援 し 、 も つ

て 畜 産 経 営 の 安

定 に 資 す る 。

市 町 村 、 農 業 協 同 組 合 、 自 衛 防 疫 の 推

進 等 家 畜 衛 生 の 向 上 を 目 的 と す る 団

体 、 農 業 者 の 組 織 す る 団 体 （ 三 人 以 上

の 畜 産 農 家 で 構 成 す る 団 体 で あ つ て 、

防 疫 対 策 の 実 施 を 目 的 と し て 設 立 さ れ

た も の に 限 る 。 ） 又 は 特 認 団 体 （ 知 事

が 適 当 と 認 め る 団 体 を い う 。 ） （ 法 人

格 を 有 し な い 団 体 に あ つ て は 、 代 表 者

の 定 め が あ り 、 か つ 、 組 織 及 び 運 営 に

つ い て の 規 約 の 定 め が あ る も の に 限

る 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 市 町 村 等 」

と い う 。 ） が 消 費 ・ 安 全 対 策 交 付 金 実

施 要 綱 （ 平 成 十 七 年 四 月 一 日 付 け 十 六

消 安 第 一 万 二 百 七 十 号 農 林 水 産 事 務 次

官 依 命 通 知 ） に 基 づ き 行 う 農 場 バ イ オ

セ キ ュ リ テ ィ 対 策 に 係 る 資 材 の 整 備 に

要 す る 経 費

当 該 経 費 の 二 分 の

一 以 内

市 町 村 等

（ 畜 産 振 興 課 ） 　

　 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │
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取締役
岩下　正子

地７ ４月30日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第264号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第82条第２項の規定により指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護
支援の事業の廃止の届出があったので、同法第85条の規定により次のとおり公示する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の 名 称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 廃 止 の

年 月 日
サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970301511 株式会社にこにこ川原田
倶楽部
代表取締役
中村　和男

にこにこケアステー
ション

栃木市川原田町338
番地１

平成26年
３月31日

居宅介護
支援

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第265号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の５第２項の規定により指定介護予防サービス事業者から指定
介護予防サービスの事業の廃止の届出があったので、同法第115条の10の規定により次のとおり公示する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指定介護予防サービス事業所 廃 止 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970201133 有限会社ベストサービス
代表取締役
柳田　祐介

訪問介護センターベ
ストサービス

足利市朝倉町三丁目
23番地４

平成23年
１月31日

介護予防
訪問介護

0970201489 有限会社年伸
取締役
岩下　正子

デイサービス友逢 足利市山下町1276番
地７

平成24年
４月30日

介護予防
通所介護

（高齢対策課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第266号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定により、次の都市計画事業を認可したので、同法
第62条第１項の規定により告示する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　施行者の名称
小山市

２　都市計画事業の種類及び名称
小山栃木都市計画道路事業　３・４・101号　城東線

３　事業施行期間
平成26年５月30日～平成33年３月31日

４　事業地
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⑴　収用の部分
　栃木県小山市大字雨ヶ谷字宮、字本田及び字木島谷並びに大字雨ヶ谷新田字供養塚、字稲荷東、字稲荷
前、字屋敷、字屋敷下、字東畑、字渡辺東及び字渡辺地内
⑵　使用の部分
　なし

（都市計画課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○土地改良区役員の退就任
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、次のとおり土地改良区の役員について退
任及び就任の届出があったので、同条第17項の規定により公告する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

土 地
改 良 区 名 役職名 退 任 役 員

氏 名
就 任 役 員
氏 名 住 所 退 任

年 月 日
就 任
年 月 日

上 河 内
土地改良区

理 事 斎藤　　勝 宇都宮市芦沼町3523 26.３.31

〃 長嶋　良道 長嶋　良道 　〃　　上小倉町1381 〃 26.４.１

〃 横塚　義徳 横塚　義徳 　〃　　中里町1575 〃 〃

〃 大木　清茂 大木　清茂 　〃　　上小倉町1729-１ 〃 〃

〃 塩井　正博 塩井　正博 　〃　　　〃　　1954 〃 〃

〃 篠原　文男 篠原　文男 　〃　　上田町730-１ 〃 〃

〃 佐藤　賢市 佐藤　賢市 　〃　　芦沼町2585 〃 〃

〃 齋藤　幹雄 齋藤　幹雄 　〃　　上田原町1801 〃 〃

〃 齋藤　一郎 齋藤　一郎 　〃　　冬室町459 〃 〃

〃 若色　一巳 若色　一巳 　〃　　金田町628 〃 〃

〃 藤江　政夫 藤江　政夫 　〃　　上田町274 〃 〃

〃 柿沼　英夫 　〃　　芦沼町2341-１ 〃

監 事 生井　信夫 生井　信夫 　〃　　免ノ内町258 26.３.31 〃

〃 江連　　武 江連　　武 　〃　　上小倉町1402 〃 〃

〃 柿沼　建一 柿沼　建一 　〃　　上田町252-２ 〃 〃

（農地整備課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○栃木県収入証紙売りさばき場所の変更
　栃木県収入証紙条例（昭和25年栃木県条例第46号）第10条の規定により、栃木県収入証紙売りさばき場所の
変更について、次のとおり届出があったので、同条例第14条の規定により公告する。
　　平成26年５月30日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

変更年月日 変 更 後 の 売 り さ ば き 場 所 変 更 前 の 売 り さ ば き 場 所 氏名又は
名 称
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発 行 人　　栃　　　木　　　県 〒320-8501 宇都宮市塙田１丁目１番20号　販売価格１か月2,980円
印 刷 所　　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷 〒321-0904 宇都宮市陽東５丁目９番21号　（消費税、地方消費税及び送料を含む。）

平成26年
３月17日

　（廃　止） 宇都宮市塙田１-１-20
栃木県庁本館15階
栃木県旅券センター

栃木県職
員生活協
同組合

（会計局会計管理課）　
　───────────────────────────────────────────────

選挙管理委員会
栃木県選挙管理委員会告示第37号
　公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第55条第２項及び第４項第２号の規定による不在者投票を行うこ
とができる施設として次のとおり指定したので告示する。
　　平成26年５月30日

栃木県選挙管理委員会委員長　　小　　林　　恒　　夫　　

施 設 の 名 称 所 在 地

社会福祉法人　敬愛会
特別養護老人ホーム　てんまりの杜

那須烏山市滝田1772-１

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第38号
　公職選挙法施行令（昭和25年政令第89号）第55条第２項及び第４項第２号の規定による不在者投票を行うこ
とができる施設を次のとおり取り消したので告示する。
　　平成26年５月30日

栃木県選挙管理委員会委員長　　小　　林　　恒　　夫　　

施 設 の 名 称 所 在 地

医療法人　南河内診療所
介護老人保健施設　お達者倶楽部

下野市薬師寺2472

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第39号
　公職選挙法第18条第２項の規定による開票区の設定に関する告示（平成24年栃木県選挙管理委員会告示第９
号）の一部を次のように改正する。
　　平成26年５月30日

栃木県選挙管理委員会委員長　　小　　林　　恒　　夫　　
　表栃木市第２開票区の項中「区域」の次に「並びに平成26年４月４日における岩舟町の区域」を加える。
　───────────────────────────────────────────────


